
嘉麻市

大字 字 地番

17 D-3 中益 ツウケ 405番1 農地 田 田 1,257
条件付き宅地分

譲用地

農地 1  筆 1,257  ㎡

（田、畑、樹園地）

1  筆  筆  ㎡

1,257  ㎡  筆  ㎡

1 嘉麻市上489番地 有限会社瑞穂工務店 条件付き宅地分譲

整理
転用事業者

事業内容
農地法その他に

関する内容住所 氏名

計

1  件

採草放牧地

その他（  ）

計画変更のうち転用を伴う事案の内容（ 除外 ・ 用途区分の変更 ）

（様式第１号の２）

計画変更の内容（ 編入 ・ 除外 ・ 用途区分の変更 ）

整理

番号

区域

番号

土地の所在 用途

区分

台帳

地目
現況

面積

（㎡）
計画変更の目的

－ 1 －

資料２



整理番号 17

添付書類

・事業計画書

・計画平面図

・代替地検討表

・農用地区域の変更表示

図

・隣接所有者承諾書

・隣接耕作者承諾書

・水利代表者承諾書

・所有者及び耕作者の営

農状況

・土地改良所在図＜４号＞

 当該変更により、農用地区域内の第三

条第三号の施設の有する機能に支障を及

ぼすおそれがないと認められるか

 当該施設の設置に伴い、北側水路は一部

埋設することで機能確保が可能である。ま

た、水路への排水は、各住宅が合併浄化槽

を設置することで、その機能に影響を及ぼ

すおそれはない。

＜５号＞

 当該変更に係る土地が第十条第三項第

二号に掲げる土地に該当する場合にあっ

ては、当該土地が、農業に関する公共投

資により得られる効用の確保を図る観点

から政令で定める基準に適合しているか

 当該地は、県営圃場整備事業嘉穂地区

完了後８年以上を経過している。

＜１号＞

 当該農業振興地域における農用地区域

以外の区域内の土地利用状況からみて、

当該変更に係る土地を農用地等以外の用

途に供することが必要かつ適当であっ

て、農用地区域以外の区域内の土地を

もって代えることが困難と認められるか

 当該案件は、別途計画平面図にあるとお

り具体的な転用計画が認められ、施設の種

類及び利用形態から位置及び規模は適当と

判断される。また、別添のとおり候補地の

検討を行った結果、当該地以外に適当な代

替地はない。

＜２号＞

 当該変更により、農用地区域内におけ

る農用地の集団化、農作業の効率化その

他土地の農業上の効率的かつ総合的な利

用に支障を及ぼすおそれがないと認めら

れるか

 当該施設に供される土地は農用地区域の

変更表示図のとおり宅地に接する農用地区

域の端部に位置し、集団的農用地の中央に

介在するものではないことから、当該農用

地区域からの除外による周辺農地の効率的

かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれは

ない。

＜３号＞

 当該変更により、農用地区域内におけ

る効率的かつ安定的な農業経営を営む者

に対する農用地の利用の集積に支障を及

ぼすおそれがないと認められるか

 当該地は、認定農業者及び集落営農組織

等の担い手が農業経営を営む土地に該当せ

ず、また、その計画もないことから、効率

的かつ安定的な農業経営を営む者に対する

農用地の利用の集積に支障を及ぼすおそれ

はない。

事業面積 1,257㎡

法律第13条第2項各号に掲げる

検討要件
検討内容

計画変更における検討事項について≪除外≫

転用事業者 有限会社瑞穂工務店

事業内容 条件付き宅地分譲
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整理番号 17

田 畑 宅地 雑種地 その他 田 畑 宅地 雑種地 その他 田 畑 宅地 雑種地 その他

ほ場整備地区 1,257

地 区 外

1,023 1,372

〇 〇 〇

○ 〇 〇

○ 〇 〇

△ 〇 〇

△ 〇 〇

〇 〇 △

〇 〇 〇

△ △ △

〇 〇 〇

〇 〇 〇

○ 〇 〇

〇 × ×

〇 × ×

代替地検討表

1/2

候補地 申出地 中益405-1 代替地１ 中益409-1 代替地２ 中益418-1外
項目 平坦地 筆数１筆 面積1,257㎡ 平坦地 筆数１筆 面積1,023㎡ 平坦地 筆数２筆 面積1,372㎡

候

補

地

土

地

種

別

所有区分（地目）
農

業

振

興

地

域

農 用 地

区 域

白 地 地 域

農 業 振 興 地 域 外

第 １ 種 農 地 1,257 100% 1,023 100% 1,372 100%
甲 種 農 地

第 ３ 種 農 地

第 ２ 種 農 地

農 業 公 共 投 資
県営圃場整備事業嘉穂地区

無し 無し

農 地 の 利 用 状 況
30年 作付なし

元年 作付なし

２年 作付なし

30年 水稲

元年 水稲

２年 水稲

30年 水稲

元年 水稲

２年 水稲

そ の 他

農

地

種

別

るが、端部に位置しているため、集団性

への影響は少ない。

南側が農用地区域に隣接しているが、３

方は住宅地に隣接していることから、集

団性への影響は少ない。

北側が白地地域に隣接しているが、３方

は商業地と住宅地に隣接していることか

ら、集団性への影響は少ない。

土地改良事業への

影響の有無

土地改良事業の受益地ではあるが、事

業完了から８年以上経過しており、影響

は少ない。

事業計画はない。 事業計画はない。

周

辺

農

地

へ

の

影

響

土砂の流出、災害発

生の危険性

平坦地であり北側道路と同程度の盛土

をしても土砂流出の危険性は低い。

平坦地であり北側道路と同程度の盛土

をしても土砂流出の危険性は低い。

平坦地であり南側道路と同程度の盛土

をしても土砂流出の危険性は低い。

土地改良施設への

影響の有無

予定地内の土地改良施設は、埋設によ

る機能確保が可能なため施設への影響

は少ない。

予定地内に土地改良施設は存在しな

い。

予定地内に土地改良施設は存在しな

い。

農地の集団性への

影響の有無

道 路 環 境
２方が市道に接しているが、幅員が狭

い。

１方が市道に接しているが、幅員が狭

い。

主要国道に接し、交通アクセスは良い

が、住宅地としては騒音が懸念される。

周辺農地の営農に

対する影響

方角から住宅の建設による隣接する農地

への日照等への影響は少ない。

方角から住宅の建設による南側の農地

への日照等への影響は少ない。

方角から住宅の建設による北側農地への日照

等の問題が考えられるが、隣接する商業地等

と同程度と思われ、営農への支障は少ない。

都市計画上の地域区分又は

都市計画マスタープランで

の位置づけ

準都市計画区域内 準都市計画区域内 準都市計画区域内

排 水 関 係
下水道は未整備であるが、合併処理浄

化槽を設置することで、隣接する排水路

への排水は可である。

下水道は未整備であるが、合併処理浄

化槽を設置することで、隣接する排水路

への排水が可となる。

下水道は未整備であるが、合併処理浄

化槽を設置することで、隣接する排水路

への排水が可となる。

検 討 結 果

集団化した農地の端部であり、土地改良事業

から８年が経過していることから、周辺農地へ

の影響は少なく、事業計画に関して当事者双方

が合意している。

農用地区域外であり、集団化した農地の端部

に位置することから、周辺農地への影響は少

ないが、所有者が今後も農地として利用する意

思である。

農用地区域外であり、集団化した農地の端部

に位置することから、周辺農地への影響は少

ないが、所有者が今後も農地として利用する意

思である。

周 囲 へ の 影 響
２方は住宅地に接しており、住宅の建設

による周囲への影響は少ない。

３方は住宅地に接しており、住宅の建設

による周囲への影響は少ない。

商業施設が立ち並ぶ国道沿いであり、

住宅の建設による周囲への影響は少な

い。

給 水 の 確 保
（上水道配水管口径）

給水区域 給水区域 給水区域

土地所有者との合意
事業計画に関して当事者双方が合意して

いる。

所有者は今後も農地として利用する意思

である。

所有者は今後も農地として利用する意思

である。
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整理番号 17

田 畑 宅地 雑種地 その他

ほ場整備地区

地 区 外

2,681

〇

○

〇

×

〇

×

〇

△

〇

〇

○

×

×検 討 結 果
当該事業計画の実施により、担い手の

営農に支障が生じることから、不適当

である。

周 囲 へ の 影 響
２方は住宅地に接しており、住宅の建設

による周囲への影響は少ない。

給 水 の 確 保
（上水道配水管口径）

給水区域

土地所有者との合意
所有者は今後も農地として利用する意思

である。

排 水 関 係
下水道は未整備であるが、合併処理浄

化槽を設置することで、周辺住宅と同様

に水路への排水が可となる。

道 路 環 境
２方が市道に接しているが、幅員が狭

い。

周辺農地の営農に

対する影響

集団化した農地の端部に位置するものの、当

該地を含め隣接する農地は担い手が集約してい

るため、担い手の営農への影響が有る。

都市計画上の地域区分又は都市

計画マスタープランでの位置づ

け

準都市計画区域内

集団化した農地の端部に位置するもの

の、当該地を含め隣接する農地は担い手

が集約しているため、集団性への影響が

土地改良事業への

影響の有無
事業計画はない。

周

辺

農

地

へ

の

影

響

土砂の流出、災害発

生の危険性

平坦地であり北側道路と同程度の盛土

をしても土砂流出の危険性は低い。

土地改良施設への

影響の有無

予定地内に土地改良施設は存在しな

い。

農地の集団性への

影響の有無

農 業 公 共 投 資 無し

農 地 の 利 用 状 況

そ の 他

農

地

種

別

第 ２ 種 農 地

候

補

地

土

地

種

別

所有区分（地目）
農

業

振

興

地

域

農 用 地

区 域

白 地 地 域

農 業 振 興 地 域 外

第 １ 種 農 地 2,681 100%
甲 種 農 地

第 ３ 種 農 地

代替地検討表

2/2

候補地 代替地３ 中益397-1
項目 平坦地 筆数１筆 面積2,681㎡
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中益字ツウケ４０５番１



－ 11 －



－ 12 －



所有者
又は

耕作者

農家
類型

認定
農業者

区分
元経営
面積①

計画地
内面積

②

差引
①－②

現状 今後の対応

計 17,186 1,257 15,929
田 16,887 1,257 15,630
畑 299 0 299
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑

30年以降作付けして
おらず、営農への影
響なし。

（所有者・耕作者）の営農状況

兼業大塚瑞穂  
29年まで水稲、30年
以降は作付けなし
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